
41 国際漁業振興協⼒事業

＜対策のポイント＞
相⼿国のニーズに応じたきめ細かい漁業協⼒を積極的かつ迅速に実施することにより、我が国の漁船の海外漁場における操業を確保します。

＜政策⽬標＞
海外漁場における我が国の漁船の漁業活動の維持
（海外漁場で操業する海外まき網漁業の漁船数（許可隻数）の維持 30隻［令和６年度］→30隻［令和10年度］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

①．⽔産開発調査事業
太平洋島嶼国など⽔産外交上重要な国において、⽔産分野における⺠間投資促

進や産業育成につながる漁業協⼒を⾏うために必要な基礎情報収集、個別課題の抽
出等を実施します。
②．⽔産物持続的利⽤推進⽀援事業
①で得られた情報等を踏まえ、太平洋島嶼国など⽔産外交上重要な国において、

「漁村の拠点整備」、「海洋環境保全の取組」など、産業育成やコミュニティの強靭性・
福祉向上に資する総合的な取組に対する技術的助⾔及び協⼒案件形成の提案を実
施します。

海外漁業協⼒強化推進事業
我が国と⼊漁等の関係がある沿岸国の要請に応え、研修を通じた漁船員や⽔産⾏

政官・研究者等の⼈材育成、⽇本⼈専⾨家による⽔産業の開発・振興のための技術
普及及び製氷機・冷凍機・発電機等の⽔産関連施設の機能の回復等に関する⽀援
を⾏います。
太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急⽀援事業
我が国と⼊漁協定を締結している太平洋島嶼国のニーズを踏まえ、漁具や船外機、

製氷機、漁獲物運搬⽤のトラック等の⽔産関係の資機材等を供与するとともに、当該
漁業施設等の適切な使⽤・維持管理等に関する技術指導を実施します。

［お問い合わせ先］⽔産庁国際課（03-6744-2366）

【令和７年度予算概算決定額 565（625）百万円】
(令和６年度補正予算額（太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急⽀援事業） 120百万円)

＜事業の流れ＞

太平洋島嶼国において、
⼤規模な援助と経済進出
により中国の存在感が急速
に増⼤、これに対抗し他国
の島嶼国⽀援も増⼤

海洋安全保障や⾷料安全
保障の観点から、太平洋
島嶼国との関係強化が
喫緊の課題

これまでは⽔産ODA等が評価され、
他の漁業国より⽐較的有利な条件
で島嶼国に⼊漁

⽔産分野

⼊漁料の⾼騰、現地化や現地投資、
操業管理の⾼度化等への対応など、
他の漁業国との競争が激化

【第10回太平洋・島サミット（PALM10）⾸脳宣⾔のポイント】
 ⾸脳は漁業部⾨などの地場産業の育成を通じた地域協⼒及び統合へのコミッ
トメントを歓迎

 共同⾏動計画（附属⽂書）︓PALMパートナーは、海外漁業協⼒財団
（OFCF）及びJICAのプロジェクトを通じて、漁船の供給、漁業施設の復旧・
維持管理、地元漁業、観光等の関連セクターへの⽀援を含む、太平洋におけ
る持続可能な⽔産業の発展における協⼒をそのニーズに基づき更に強化する。

太平洋島嶼国において資機材等の供与に関する協⼒を強化する等、ニーズに応
じた漁業協⼒により、太平洋島嶼国等との協⼒関係を強化国 補助（定額）

委託、補助（1/2以内）
⺠間団体等

⺠間団体等

（Aの①、Aの②の事業）

（Bの事業）

A︓ニーズ発掘・案件形成

B︓具体的取組⽀援


